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はじめに
　2015年10月の学長就任後すぐに、中長期計画策定に取りかかり、ミッショ
ンに基づく教育理念の新しい表現と４つのビジョンを翌年春までにまとめ
た。その中で、本学の建学の使命と建学の精神を掘り下げ、本学の歴史を
改めてたどりなおす作業を行った。
　また、2016年度、学園創立75周年記念事業として学園史展示室のリニュー
アルが始まり、その中でも本学の歴史をストーリーとして捉え直す試みを
行った。
　さらに、自校史科目「建学の精神を考える」の2016年度後期開設が決まり、
その担当者となったため、新入生を受講者として想定して本学の教育精神
と歴史に関する教材研究を積み重ねた。
　本稿は、それらの研究･調査成果をもとに、2016年12月３日現代市民法講
座講演を整理・補足したものである。『亜細亜大学四十年史』、『亜細亜の夢』
など、参照文献の記述をもとに再構成した。
学園史の時代区分
　学園史の時代区分に関しては、『亜細亜学園四十年史』の時代区分が出発
点となる。
　第一編「40年史総説」では、「興亜専門学校」、「日本経済専門学校」、「日
本経済短期大学」、「亜細亜大学の創立」、「亜細亜大学の発展」という５つ
の区分がされている。
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（　　）２ 亜細亜大学の歴史と 21 世紀の大学像
　現在、新入生に配布している『亜細亜の夢』第三部「亜細亜大学の歩み」
は、1980年に亜細亜学園史編纂委員会によって刊行された同名の書をベー
スに書かれたもので、その後、年が改まる際に広報課（はじめは主として
梶村昇名誉教授が執筆）が加筆しているが、そこでは『四十年史』の５つ
の区分に６番目の章「亜細亜大学の新世紀」を加えている。
　しかし、ここでは、内容的なまとまりを重視して、
⑴　学園前史
⑵　興亜専門学校と戦争
⑶　戦後の再出発：苦難の時代
⑷　中国留学生受入れと亜細亜大学誕生
⑸　学生活動の高揚期と学部の拡充
⑹ 　発展期：アメリカ留学プログラム（AUAP）とフレッシュマンイング
リッシュ（FE）、個性値入試
⑺　亜細亜大学のボランティア元年：ボランティア論と災害救援活動論
⑻ 　21世紀の大学を目指して：アジア夢カレッジ（AUCP）とグローバル
人材育成プログラム、第15回アジア学長フォーラム
という８つの時代区分で話を進める。
⑴　学園前史
国士舘専門学校「興亜科」
　本学の前身は興亜専門学校であり、1941年の設立から数えて、2016年に
75周年を迎えた。
　しかし、学園史としては興亜専門学校の前身から話を始める必要があり、
そこでの主役は太田耕造先生（1899～1981）ではなく、藤原繁先生（1907
～1978）である。
　藤原先生は国士舘専門学校在学中の1931年10月に愛国学生連盟を結成し、
機関誌『愛国青年』の編集･発行人となって活動していた。1933年の同校卒
業後は同校職員（生徒監）として勤務しながら､連盟の学生を引率して、中
国や満州の視察を行っている。
　この時代について文部省『学制百年史』は次のように述べている。
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　右翼学生団体の結成
　京大学生事件が学生社会主義思想に与えた打撃はきわめて大きく、
ことに昭和３年３月の第二次共産党員大検挙事件以後は、頻（ひん）
発した学内抗争事件も、次々と学生思想運動の中心分子に対する激し
い処分と、左翼思想団体、自治団体の解散とをもたらし、これに代わっ
て、愛国主義的学生団体および思想運動が盛んになり始めてきた。３
年には、九大社会科学研究会・東大新人会・京大社会科学研究会・東
北大社会科学研究会等が解散を命じられ、また五高社会科学研究会・
戦争反対同盟（東大生を中心とする）、二高社会科学研究会・水高社会
科学研究会・高知社会科学研究会等の秘密活動が発覚してすべて禁止
され、４年には、東北大の社会科学研究会再組織、山形高・三高・五
高の社会科学研究会の再組織が発覚して禁止され、また学連・全日本
学生自由擁護連盟・共産青年同盟等が解散を命じられている。
　このように、学生の社会主義的思想運動が禁圧されていくのに代
わって、五年ごろからは右翼学生団体の結成が相次いでいる。５年１
月には慶応義塾大学に国防研究会、国家主義団体としての日本青年
学生革正連盟・明大興国同志会、東京農大桜会の結成がなされている。
６年６月には、愛国主義学生団体の連合である「日本学生連合会」が
創立され、10月には同種の「愛国学生連盟」の結成、11月には大阪外
語満蒙研究会・東大朱光会・九大満蒙研究会、12月には大阪愛国学生
連盟、京都愛国学生連盟が生まれており、７年ごろからはこれらの国
家主義的、愛国主義的学生団体の結成および活動は、いっそう盛んに
なった。（同書456～457頁、ゴシックは引用者）
　1917年ロシア革命の影響もあり、日本では吉野作造が民本主義を唱え、
彼を顧問として1918年東大新人会が結成され､学生の間に影響を及ぼし始
める。普通選挙実施を求める運動も活発になり、1925年に普通選挙法が成
立すると、社会主義的運動の活性化を抑えるための治安維持法も成立する。
その治安維持法が初めて発動されたのが1926年の京大学生事件で、70団体、
2,000人を組織した全日本学生社会科学連合会のリーダーたち38名が一斉検
挙された事件である。
　藤原先生は、このような大学生・青年層の思想的混乱状況を憂い、社会
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（　　）４ 亜細亜大学の歴史と 21 世紀の大学像
主義思想の影響を「日本精神教育」によって食い止め、近い将来国難を迎
えると予想される日本のために「心身強靭な優秀青年人材の輩出」を図る
必要があると考え、1939年４月１日国士舘専門学校の中に、独立経営す
る「興亜科」を創立して､その主事となった。この時、藤原先生32歳である。
経営資金は藤原先生の恩師である岩田愛之介先生（1890～1950）が出し、「興
亜科」の「生みの親、育ての親」となった。科長には蒋介石の顧問を務め
た前国士舘専門学校長の副島義一先生（1866～1947）が着任した。
　1939年５月５日に行われた「興亜科」入学式には53名の新入生が集まっ
た。世田谷区豪徳寺近傍の南里邸（宮崎滔天の娘が家主）の六畳間十室が
「青々寮」と名付けられ、寄宿舎となった。
　寮生活は､朝５時起床、800メートルほど歩いて国士舘武道場に行き、武
道国漢科の学生に混じって朝稽古を受け、８時半から午後３時半まで授業､
夜は９時半消灯まで学習という生活であった。禁酒、禁煙、坊主頭で校舎
近くの松陰神社に参詣する毎日に、藤原先生も同宿した。こうした猛烈な
学生生活に逃出す学生もおり、６月末には塾生は33名に減ったという。
　同年７月７日には支那事変１周年を記念して、伊勢神宮まで徒歩参拝す
る23名が松陰神社を出発し、炎天下を18日間行軍し、７月25日に到着した。
この様子は読売新聞により紙上に報告された。寮は一時、国士舘校舎内に
移転したが、その後原宿駅近くの愛国学生連盟寮（14室）に15名（後に19名）
が入った。
塾校地の変遷
　文部省の手前、それなりの校舎を持つ必要があり、調布町上石原、多磨
墓地東方（現国際基督教大学の敷地）にあった明光塾の一部を新校舎とし
て借り、寮は竜源寺（近藤勇の菩提寺）の本堂を借りた。
　その後、明光塾の北方の松尾氏所有地を借りて新校舎を建てることにな
り、学生たちが毎朝四時から開墾に着手し、12月８日地鎮祭が行われた。
学生宿舎として「日輪舎」を建てることを学生たちが決議し、彼等は手分
けして調査・研究･設計･資材集め、建築まで全て自分たちで行った。また、
近くの岩田先生所有の土地を借りて農場に耕し､食材の足しにし、また、先
生方に献上した。
　二期生は43名入塾したが、東京、京都、福岡の三箇所で行った入学試験
を一期生が手伝い、受験生に入学を勧誘する珍しい風景だった。今日のオー
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プンキャンパスのようなことをこの時代に始めており、熱い心を持った学
生がいた学校ということになる。林の中の宿舎であったため、電灯を引け
ず、ランプとローソクの明りを頼りにする生活だった。
　この時の塾生活は広瀬淡窓の「休道詩」
道（い）うことを休（や）めよ他郷苦辛多しと
同袍友あり自ずから相親しむ
柴扉暁に出づれば霜雪の如し
君は川流を汲め我は薪を拾はん
そのままであった。
　塾生の勉学生活について、当時教務課長であった中村稔氏は次のように
書いている。
　心身の鍛錬のみでなく、勉学も相当やったと思う。学生が（中略）大
陸或いは南洋の各種問題、或いは国内の諸問題など一定の題目を与え、
各学生はそれを書籍、新聞雑誌で一週間研究し、それを毎週火曜日の午
後発表会を開き、各自意見を述べることとした。
（中略）
　間もなく七月夏休み、宿題が多かった。⑴学期の復習、⑵帰省中の生
活状態を適時学校へ報告すること、⑸自己の将来活躍せんとする支那、
満州、蒙古或いは南洋につき研究論文を提出すること、⑹自分の故郷或
いは旅行先などにおいてこの支那事変の及ぼしたる影響を報告すること、
⑺帰省中読書せる書籍名をあげてその感想を記すこと、以上の宿題を満
足に果すためには休暇中は相当多忙であったと思う。しかしほとんど全
部の者が責任を果してくれたことについて深く感謝した。
　９月10日には全学生元気な日焼けした顔で登校した。そして直ちに
校庭に生えた雑草を刈った。
 （『追悼集』36～37頁）
武蔵野キャンパスに移転
　しかし、そこも、中島飛行機製作所工場建設のため、武蔵境の現キャン
パス（東京府北多摩郡武蔵野町字上水南）に移り､「興亜科」を興亜専門学
校として独立させることになった。そして1940年11月４日に地鎮祭を行う。
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以後、この日が興亜専門学校、そして亜細亜大学の創立記念日となる。
　1940年11月11日には「興亜科」独立準備の後援団体として財団法人興亜
協会が設立され、これを母体として興亜専門学校の設立に着手した。
　藤原先生は学監に就任するが、専ら文部省との折衝に当った。当時の状
況では、理科系の学校を優先しており、文科系の学校の新設は許可しない
方針であったため、藤原先生は、東条英樹陸軍大臣宛に「もし認可せらる
れば直ちに三百の精兵を造らん」という決意文を送って直訴した。（『追悼
集』41頁）
⑵　興亜専門学校と戦争
　こうして1941年４月８日興亜専門学校が開設された。全塾制をとり、菊
池武夫理事長･校長、藤原繁学監、岩田愛之介常任理事、太田耕造、松尾忠
二郎､副島義一らの理事による運営がはじまった。
　藤原学監はこの時の思いを「教育の本当のあり方を実践したい。松下村
塾のように師弟一体となって心身を鍛錬する場である。アジアの人々と働
き、アジアの交流に寄与する人材を養成したい。アジアの人々を蔑視して
はならないと思った。」と述べている。
　興亜専門学校設立趣旨には
１　（前略）南北何れの地たるを問わず（中略）、直ちに優秀適正なる方
策を実践し得る最も鍛錬せられたる人格、識見気魄を兼備せる有為有
能の青年人材を多数養成す。
２　（前略）日本精神を根幹とし飽迄厳格なる規律統制下に鍛錬生活を為
さしめ更に勤労敢行の美風を涵養せしむ。
　　（中略）真に興亜聖業の礎石たり得る國士的人物を輩出せしめ、以て
（後略）廣大無邊の聖恩に報い奉らんとするものなり。
とある（『四十年史』６～７頁、原文カタカナ）。
　本科は３年間で、満蒙支科、南洋科、内地科の三科からなり、各240名の
定員、専修科１年間で定員は200名である。
　教育理念にあたる訓育重点は次の９項目が示された（『四十年史』７～10
頁、原文カタカナ）。
１　国体観念を明確にせしむ
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２　敬神崇祖の念を高揚す
３ 　全生徒「塾」生活をなし厳格なる規律下に徹底的鍛錬生活をなさし
む
４　建設指導者を養成する
５　勤労を重んず
６　師弟の人格的接蝕を重んず
７　礼義を重んず
８　武道を重んず
９　校友は生涯深交をなす
　以上の訓育の中では第４項に注目したい。
　これは、興亜専門学校設立趣旨前文に「興亜大業の建設」と書かれてい
るように、大東亜戦争を「興亜建設戦争」と捉え、軍隊の将校養成所たる
陸軍士官学校･海軍兵学校と対比して、興亜専門学校を「建設将校養成所」
と位置付けていることがわかる。つまり、端的に言うと、モンゴルや東南
アジアを主とした地域での宣撫工作員、情報収集員等の養成を行おうとし
ている。満蒙支科の主な開講科目は次の通りである（『四十年史』11～12頁）。
支那語及時文、英語、東亜建設原理、日本国家学、興亜政策、満支民情
宗教、国民道徳、実践道徳、倫理学、日本史、東洋史、西洋史、東洋思
想史、練成、武道、教練、法学通論、憲法、商法、民法、経済原論、経
済地理、財政学、商業通論、経済政策、衛生学、国語、漢文、教育学及
教授法、国際法、哲学概論、社会学、社会政策、産業組合論
　南洋科では外国語としてマライ語が入り、南洋殖民史、南洋民情などが
ある。その成果が1942年９月に刊行された『コンサイス馬来語新辞典』で
あり、この当時としては珍しく23万部を完売した。
　1941年３月に行われた入学試験には興亜科志願者121名、興亜専門学校志
願者852名の計973名より260名が合格し、５月５日の入学式には207名が入
学した。興亜科の一期生と二期生は興亜専門学校の２・３年生に転入学し
た。
　余談だが、開校間もない７月23日、連日の豪雨のために学校周辺は浸水
し、夜間にも増水止まないところ、興亜専門学校学生の一団が裸でやって
きて、家財の運び出しや屋上への片付けを手際よく済ませ、終ると直ぐに
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引上げたことが住民の話で広がり、武蔵野町長から感謝状を貰ったことが
当時の東日新聞に掲載されている。学生の旺盛なボランティア精神は昔も
今も変わらない。
　菊池武夫校長の覚悟と教育方針を紹介しておこう。次の13項目である
（『四十年史』22～23頁、原文カタカナ）。
１　自分の生命財産の一半を学校のために奉仕する
２　毎週１回は全生徒を面接して直接実践指導をなす
３　休暇日に日誌を書かせ閲読し､生徒と校長の直結を実現
４　学校事務は学監に一任する
５　学科及び軍事教練は教授の方寸に任せる
６　課外に農耕その他作業を課し､訓育の実践課程たらしむ
７　校舎は必要を充たすに務める
８ 　常に校舎校庭の内外を巡視し、職員生徒の精神の反映するところ
を察し、注意訓戒を与え、改善を要求する
９　生徒の犯行対して厳に反省を求める
10　校長に直訴させる
11　校長室を設けず、職員と共坐して執務し絶えて秘事なし
12　広く世間の評判を尊重す
13　父兄との連絡には深く力を致す
　菊池校長は朝５時30分の起床から朝礼、朝食はじめ、夕食まで、生徒と
一緒に行動した。また、夏休み中には日誌を書かせ、自身で添削した。こ
の辺りの塾生活の規律は「興亜科」時代とほぼ同じである。
　塾の日課は次の通りだった（『四十年史』24頁）。
　　起床点呼予鈴5：20（後期は5：55）　 本鈴5：30（後期は6：00）
　　練成開始5：40（後期は6：10）　　　 終了6：40（後期は7：00）
　　朝食7：00　朝礼予鈴7：55　　　　  本鈴8：00、授業開始8：10
　　昼食12：00（昼食休憩）　　　　　　 授業は16：30 まで。
　　夕食17：00　　　　　　　　　　　  夕食後点呼19：00（後期は19：30）
　　自習開始19：00（後期は19：30）　　21：00自習終了（後期は21：30）
　　就床消灯21：30（後期は22：00）
　塾生は農耕にも従事し、三鷹市新川の津村順天堂農地664アールを1941年
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12月から借用して農作業を行った。翌年７月には、浦和市郊外秋ヶ瀬の荒
川河川敷30ヘクタールを借用し、徒歩で現地まで行って農耕した。
　農耕活動は当時の文部省の勤労教育指導によるものでもあった。その当
時の事情を『学制百年史』は次のように説明している。
戦時教育体制の進行・学徒動員
昭和10年代にはいって、いわゆる「国防国家体制」が進められていく
情勢のもとにおいて、文部省は13年６月、「集団的勤労作業運動実施ニ
関スル件」を通牒（ちょう）した。作業の実施期間は、夏季休暇の始
期終期その他適当な時期において、中等学校低学年は３日、その他は
５日を標準とし、その対象としては農事・家事の作業・清掃・修理・
防空施設や軍用品に関する簡易な作業・土木に関する簡易な作業を選
んだ。これは当時の実践的な勤労教育の考え方に基づいたものであっ
た。翌14年３月、文部省は中等学校以上に対し、集団勤労作業を「漸
次恒久化」し、学校の休業時だけでなく随時これを行ない、正課に準
じて取り扱うことを指示した。この時期における勤労作業の対象は、
主として、木炭増産、飼料資源の開発、食糧増産等であった。16年２
月の「青少年学徒食糧飼料等増産運動実施要項」において、文部省は
この運動を「国策ニ協カセシムル実践的教育」であるとし、「一年ヲ通
ジ30日以内ノ日数ハ授業ヲ廃シ」て作業に当てることができ、その日
数・時数は授業したものと認めた。さらに同年８月には文部省の指示
により全国の諸学校において学校報国隊が結成された。（同書563頁）
　練成は、柔道、剣道、銃剣術、相撲、マラソンなどで、塾生は毎日雑巾
掛けで塾を掃除した。また、上記のように、水害、火災の時には学生は救
助隊や消防隊を自ら組織して活動した。
　第三期卒業生の藤田庄一郞氏は1943年秋に繰上げ卒業して学徒出陣に
よって陸軍に入隊、二等兵から少尉まで進むが、当時の塾生活を次のよう
に回想している。（『追悼集』63頁）
当時と武蔵野時代を比べると、武蔵野の学園生活の方が平均して鍛錬
されたと思う。軍隊に入る前は、人からも言われ自らも相当鍛えられ
ることを覚悟していたが、二等兵の生活が学園一年生時代より楽で
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あったという意外な体験をしたものである。
＜海外派遣の状況＞
　1941年12月８日の日米開戦後、学生たちは戦地に派遣されていく。
　1942年12月27日第１回卒業式が行われた。
　卒業生11名の内２名は翌1942年３月セレベスに派遣された。
　同年５月５日には、三期生６名が灘9801部隊所属学生として吉野丸で宇
品からボルネオに派遣された。彼らは、参謀部情報課に所属して活動する
者のほか、現地に散らばり、情報収集と宣撫活動に従事した。
　この内１名は1945年６月22日沖縄特攻隊員として戦死、二名は1948年９
月９日にオランダ軍によって銃殺刑に処せられている。
　当時、イスラム教徒の多い地域では軍政下のイスラム教徒対策が課題と
して意識されていた。1942年11月、インドネシアのイスラム教徒指導者で
あった小林哲夫氏（イスラム名はハッヂ・オマル･ファイサル）が興亜専門
学校を訪問し、一緒に活動してくれる人材が４名欲しいと学生たちに訴え
た。日本が将来イスラム教地域に進出･接蝕する際、その民族文化を尊重し
相互理解の調整ができる人材が必要となる。その人材は軍人ではなく民間
のイスラム教徒として活動することになる。その訴えに７名が手を挙げた。
しかし、彼等は塾生のリーダー格であったので彼等が抜けた後の塾運営を
心配して藤原学監は渋ったそうである。結局、岩田愛之介先生の許可を得
て７名は南西方面艦隊海軍民政府総務局政務課勤務員として1942年12月12
日セレベス島マサッカル市に向かって出発した。彼等は小林氏の宗教教育
訓練を受け、セレベス、ボルネオ、セラムの三地域のイスラム教協会へ派
遣され活動した。
　また、海軍に「花機関」と呼ばれた東南アジアの情報収集を主な任務と
する南方派遣艦隊が1942年に造られた。その募集を受けて三期生22名が応
募し1943年２月10日に徳山から出発した。
　1943年２月には三期生５名がモンゴルに派遣され、日本政府給費生とし
て「西北学塾」（蒙古司政官要員養成所という趣旨で開設）に入学した。モ
ンゴルの興隆のために学ぼうとする５名の真摯な姿勢は現地の人々に認め
られ、彼等が10月に学徒出陣のため西北学塾を去る際には、現地の人々が
涙を流して別れを惜しんだそうである。後に本学教授となる神沢有三氏も
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この中の一人である。（『追悼集』73～74頁）
　1943年４月18日神戸から鎌倉丸でインドネシア目指して12名が出発した。
しかし、28日マニラ沖で魚雷攻撃を受け沈没し、９名の学生が他の乗客
1,526名とともに死亡した。
　1944年７月７日22名の学生が万光丸で台湾に向い、そこからボルネオに
向かったが、31日バシー海峡で魚雷攻撃を受け、15名が死亡した。
　学徒戦時動員体制について『学制百年史』は次のように述べる。
学徒戦時動員体制
　学徒の動員体制はしだいに進められ、軍要員と軍需生産要員の充足
に応ずるため、前述のごとくこの年（1941年）の10月には大学・高等
専門学校の在学または修業年限が６か月短縮されることとなった。12
月８日、遂に日本は太平洋戦争に突入したが、戦局がしだいに進むに
つれて、軍動員の増加に伴う、産業界の労務給源は減少する一方とな
り、学徒の労働力が注目されるようになった。そこで18年６月「学徒
戦時動員体制確立要綱」が閣議決定をみることとなった。この決定は
学徒の戦時動員体制を確立して、「有事即応ノ態勢」に置くこと、およ
び「勤労動員ヲ強化」することがねらいであった。「有事即応ノ態勢」
とは、軍事能力の増強と「直接国土防衛」への期待をこめて、学校報
国隊の待機的姿勢を強化し、戦技訓練・特技訓練・防空訓練の徹底を
図ること、女子については戦時救護の訓練を実施することであった。
　18年９月、戦局の不利な状況に対応して、政府は「現状勢下におけ
る国政運営要綱」を閣議決定し、これに基づいて10月には「教育ニ関
スル戦時非常措置方策」が決定された。これによって、学校の修業年
限の抑制と学校の整理統合、戦時勤労動員の強化等の措置が決定され
た。すなわち、勤労動員を「教育実践ノ一環」として、「在学期間中一
年ニ付概ネ三分ノ一相当期間」実施することとなった。16年２月勤労
作業の期間を三十日とした基準はこれによって破られた。この秋多数
の学徒が出陣し大学は非常時の編制となった。（同書563～564頁）
　興亜専門学校でも学徒が応召され、1943年10月には在学生の四分の一に
当る150名が出陣した。
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　また勤労動員も本格化し、初めて集団的に出かけたところは、1943年８
月に久保田鉄工尼崎工場、三鷹の渡辺鉄工所であった。尼崎工場での指揮
者は関口甲子男氏（後の本学教授）であった。これは日本で最初の工場動
員だと言われている。（『追悼集』85～86頁）
　1944年にはいると三菱製鋼深川工場勤務、長野県伊賀良村や上郷村（現
飯田市）での収穫応援、津村農場や浦和農場での開墾作業などが行われた。
長野県での収穫応援の指揮者は梶村昇氏（後の本学教授）であった。
　『学制百年史』の1945年頃の状況についての記述を見てみよう。
　20年戦局はいよいよ苛（か）烈となるに及んで、３月政府は「決戦
教育措置要綱」を閣議決定し、「国民学校初等科ヲ除キ、学校ニ於ケル
授業ハ昭和20年４月１日ヨリ昭和21年３月31日ニ至ル間、原則トシテ
之ヲ停止スル」こととした。さらに５月22日「戦時教育令」が公布さ
れた。この勅令には特に上論が付せられたが、上論は「教育勅語」を
引用し、「一且緩急ノ際ハ義勇奉公ノ節ヲ効サンコトヲ論シ給へり」と
前提し、「今ヤ戦局ノ危急ニ臨ミ朕ハ忠誠純真ナル青少年学徒ノ奮起ヲ
嘉シ」とあり、学徒に対し最後の奉公を求めたものであった。
　同年８月14日わが国は無条件降伏を通告したが、それぞれの職場に
おいて終戦の詔勅を聞いた動員学徒の数は340万人をこえたといわれる。
そして、学徒動員による死亡者は１万966人、傷病者は9,789人であっ
た。（同書566頁）
戦没同窓生97名
　興亜専門学校では1945年度第五期生まで510名（四十年史では637名）が
卒業した。この内の72名及び1946年度卒業予定者の内の３名と専修科卒業
生の内の22名を加えて、97名が戦没同窓生として興亜神社（1943年１月造
営）に祀られている。
　　　　97名の年度別の死亡数を見ると、
　　　　1943年死亡者10名
　　　　1944年死亡者27名
　　　　1945年８月15日までの死亡者43名
　　　　 1945年８月16日以降死亡者17名（1946年２名、1947年６名、1948
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年３名）
であった。
　2016年は10年振りの例大祭を行い、私は学園を代表して祭詞を捧げた。
この誌面を借りて、戦没同窓生97柱のご冥福を祈る。
⑶　戦後の再出発：苦難の時代
存続か廃止か
　学園の戦後処理は難航した。学園を存続するか、解散･廃止するか、激し
い論議がくり返された。当初は解散論が大勢であったと言う。（『追悼集』
127頁）
　　　　＊「民間の士官学校」と呼ばれた本学を占領軍が許可するだろうか。
　　　　＊占領下で本当の教育はできない、しかるべき時期を待つべきだ。
　　　　＊ 学園の存続よりも先ず祖国のすみやかな復興だ、全精力を日本
復興に注ごう。
　　　　＊本学園関係引揚げ者・帰還兵の受入れ体制を造ることが先決だ。
　　　　＊新日本村を建設して復興の模範を示そう。
　しかし、「解散すれば卒業生の故郷である母校がなくなり一生卒業生は寂
しい思いをする」「日本再建の根幹は教育にあるのだから存続すべきだ」と
いう存続論が次第に説得力を増し、存続が決る。
　この頃、日本復興の一翼を担おうと、藤原学監は教職員とともに「学生
自活援護会」や「復興奉仕会」を立ち上げている。
　学生自活援護会は学費に困っている学生のためのアルバイト斡旋所であ
り、武蔵境駅前のお店を借りて活動した。この活動に参加したのは梶村昇、
関口甲子男、稲葉昌幸の職員三人であった（後に三人とも本学教授）。
　復興奉仕会の活動としては、列車に乗るために夜遅くまで大混雑する東
京駅に無料宿泊所を建設する事業が取り組まれた。東京駅駅長と相談の上、
材料と大工さんを手配して、昼夜兼行５日間で完成させた簡易宿泊所を
1946年１月５日オープンした。材料の運搬には上記三名ほか、杉村初久二
氏（空手指導者、後に本学教授）、田中六助氏（後に衆議院議員）等が道着
姿で参加した。藤原学監は、宿泊所の世話役活動など一ヶ月間の無理がた
たって病に倒れ、40日間病床に臥せった。（『追悼集』138～143頁）
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　また、同時に五期生の学生諸君が新橋駅西口前に少年飛行兵学校から持
参した大テント二張を建てて休息所を設けた。休息所に立てた大看板には
「忘れられた親切心を取り戻そう」と書いたそうである。（『追悼集』1543頁）
　こうした敗戦後間もない時期の教職員･学生の社会貢献姿勢は、時代が変
わっても本学の伝統となっていく。
日本経済専門学校と改称
　1945年９月理事会で存続が決定され、興亜専門学校を日本経済専門学校
と改称し、内地科のみ経済科として存続させることとなった。菊池武夫理
事長･校長が辞任し、太田耕造理事長･校長が就任した。
　改正寄附行為の第一条は「本法人は教育により国体護持の観念を涵養し、
人格の陶冶に務め、有為の人材を養成するを以て目的とす」とされ（『四十
年史』35頁）、教育趣旨では新日本建設の三つの目標として
　　　　１　理性に基づく透徹した世界観の確立
　　　　２　世界最高の文化樹立
　　　　３　合理的産業経営の企図
が掲げられた（『四十年史』44頁）。
　しかし、この年12月に、公職追放により太田耕造理事長･校長、藤原繁学
監が辞任する。代って、須藤斉治教授が校長事務となり、翌年２月に校長
に任命される。
日本経済専門学校復興資金募集計画
　日本経済専門学校は、1947年３月には商科を増設するが、学校を巡る状
況の苦しさは変わらなかった。
　そんな中で、同年５月学生たちが大学復興のために立上がるという動き
が起った。
　その時の「日本経済専門学校復興資金募集計画」（目標金額60万５千円）
事由書によると募金の趣旨は次のようであった。
講堂と合併教室１棟を中島飛行機製作所工場に貸与した。しかし、原
形を回復して返す契約が戦後補償打切のため履行されなかった。原形
復旧には巨額の費用を要するほか、校舎内外の破損･腐朽箇所も多く、
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生徒用机・椅子・教具・図書等の補充も急を要する。学校の収入は授
業料が大部分で、これは現在のインフレ下、経常費以外を賄う余力な
く、改造補充の財源はない。近い将来の学制改革を控え、卒業生及び
在校生父兄並びに有志に復興の資を募ります。（『四十年史』48頁を要
約）
　４月、当時の生徒課長であった平田四郎理事は、学生を大教室に集めて
協力を呼びかけた。その後開かれた学生大会で寄付金に協力することが満
場一致で決議された。学生たちはアルバイトで寄付金を出そうとしたため、
学校も比較的賃金の高い、埋立て工事やゴミ運搬のアルバイトを紹介した。
そうやって、一年も経たない内に60万円の目標額に対して125万円の寄付金
を集めた（『四十年史』46頁）（『追悼集』160頁）。
　1948年１月　両学科に夜間部を設置した。
　このころ、GHQによる教育制度改革（６・３・３・４制）により、専門
学校が廃止され、新制四年制大学か高等学校としての存続を決める判断を
求められることとなった。『学制百年史』はその辺りの事情を次のように記
している。
短期大学制度の創設
　昭和24年、新制大学への切り替えに際し、旧制の専門学校の大部分は
四年制大学への転換を目ざしたのであるが、そのうち約50校は、教員組
織、施設・設備等が不十分のため四年制大学への転換が認められなかっ
た。
　しかしながら、新学制への切り替えは可及的すみやかに行なわなけれ
ばならない事情にあったため、これらの学校や諸般の事情により認可申
請を見送った旧制の学校をそのまま存続させることはできなかったので、
大学設置委員会は、二年制の大学を設置することを教育刷新委員会へ建
議した。建議を受けた同委員会では、24年１月の総会で、「二年または三
年制の大学について」の建議を採択し、これを短期大学と称することと
したのである。そこで、文部省としては、24年５月学校教育法の一部を
改正し、暫定措置として修業年限二年または三年の大学を設け、これを
短期大学と称することとしたのである。
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短期大学の目的・性格と設置基準の設定
　短期大学は、当初、暫定的なものとして考えられていたこともあって、
学校教育法上の規定も四年制大学の修業年限の特例として扱われ、目的・
性格もきわめてあいまいなものであった。大学設置審議会が設置認可の
基準として定めた「短期大学設置基準」によると、「短期大学は、高等学
校の教育の上に二年または三年の実際的な専門職業に重きを置く大学教
育を施し、よき社会人を育成することを目的とする。」とされている。
短期大学発足当時の設置状況
　前述のような事情から、短期大学は四年制大学の大部分の設置より一
年遅れ、昭和25年度に発足した。25年度開校を目途として申請した学校
は186校（公立21校、私立165校）であり、その大部分は旧制専門学校を
母体としたものであった。審査の結果、149校（公立17校、私立132校）
が認可され、25年度から短期大学として発足した。（同書747～748頁）
　本校も日本経済大学（第一経済学部経済学科150名、第二経済学部経済学
科100名）として申請したが、1948年11月不認可となる。同年に認可された
私立大学は11校のみであった。
　四年制大学昇格を前提に応募していた学生は志願を取り消したため、
1949年４月の入学生は３名であった。こうした苦境に際して､同年８月、教
職員は月給を二割五分減俸することを決議して耐えた（数年続く）。中には、
自ら講師に格下げして働く教員もあった。（『追悼集』169頁）
日本経済短期大学発足
　上記の『学制百年史』の記事のように、漸く短期大学制度が整ったため、
本校も1949年10月に日本経済短期大学の設置認可申請を行い、翌1950年４
月、日本経済短期大学が新しく発足した。
　専門学校生として卒業する者は181名であり、専門学校から短期大学に入
学した者は107名であった。復員した学生が復学したことや、補欠募集の成
果があって、専門学校への入学者は少し持ち直していた。
　日本経済専門学校の卒業生は五期生まで合計727名になる。
　日本経済短期大学の「目的及び使命」は
本学は中堅経済人の育成のために実践的な大学教育を施すことを
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目的とし、社会人としての教養と専門職業に必要な高等な学術を
二ケ年間に教授する。
同時に大学教育の普及と成人教育の充実を図り。社会の平和と福
祉に貢献することを以て使命とする。
とされ、これまでのような政治性は希薄になり、代りに「平和と福祉」へ
の貢献が建学の使命とされた（『四十年史』57頁）。日本の復興を平和と福
祉への貢献によって実現しようというという道が敗戦後五年の時点で確認
された。
　1951年３月に私立学校法が制定されると、財団法人日本経済専門学校か
ら学校法人猶興学園へ改組された。
　同年10月には新入生324名、総員497名という記録がある。翌年五月の
新入生は90名、２年生は236名、総員326名で、大学の経営は依然として
苦しかった。給料は遅配から欠配となり､欠配三ヶ月ということもあった。
（『四十年史』62頁）９月のキャンパスは雑草が生い茂っていた。
　その頃、公職追放解除により、1951年８月に藤原繁氏が帰任、1952年５
月には太田耕造理事、松尾忠二郎理事が帰任し、四年制大学に昇格する準
備が整った。
⑷　中国留学生受入れと亜細亜大学誕生
中国人留学生問題
　帰任した藤原常務理事は大学活性化の方策として、1953年２月25日猶興
館道場（国際柔道学校）を開いた。そこへ、同年９月、中国人留学生問題
が降って湧いた。香港地区の華僑子弟96名を留学生として本学に入学させ
たいという話である。
　降って湧いたというのは､もともとこの話は相模女子大学が香港政庁の許
可を受けて進めていたものであった。ところが、受入れ間近になって同大
学理事会が受入れを否決してしまったというので、同大常務理事などが本
学に受入れを依頼に来たのであった。（『追悼集』187頁）
　その時、教務課長として太田耕造理事に経過説明したのは相模女子大学
教授工藤重忠氏（後に本学教授）である。（『太田耕造全集』第三巻220頁）
　これ程大量の留学生を一つの大学で受入れるということはかってないこ
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とである。受入れとなると、寮の改修、食堂の新築、寄付行為を変更し
附属中国留学生部設置の認可申請、入国許可願い、在留許可願い、留学
生向けカリキュラムの作成と教員補充等、手間とコストが大幅に増えるこ
とになり、通常の経営にさえ苦しんでいた本学にとって、大変な負担にな
る。断ったほうが楽な話であった。しかし、日本で受入れるという約束で
進んできた話で、入学者も決まり、学費なども支払い済みで、ここで断れば、
国際問題になりかねない話でもあった。
　９月19日理事会は、日本とアジア興隆のための人材育成という本学の建
学使命から見て万難を排して受入れなければならないと決断した。決定後、
卒業生から経営的な先行きの心配や反対の声が寄せられた。四年制大学開
設を待っても良いのではという現実的なアドバイスもあった。
　本学の建学使命に基づく判断は本学にとっては重要で大きな決断だった。
同時に、当時の理事会には、これを本学発展のきっかけにしたいという現
実的なねらいがあった。
　これを機に本学の施設･設備の充実を図ることができる。戦後日本で初め
ての快挙として広報宣伝の好材料となる。その勢いで四年制大学開設に弾
みを付けることができる。
　かくして1954年１月25日、留学生の第一陣が横浜港に入港し、朝日新聞、
毎日新聞、読売新聞の各紙が一斉に写真入りで報道した。引率したのは後
に本学教授となる王子愉氏であった。
　27日の入学式で、留学生代表・阮有光君は次のように格調高く挨拶した。
国父孫文はかって日本の世話になった。また、鳥居龍蔵（注）博士は
長く中国にあって我々の先輩を指導してくれた。中日文化の提携こそ
アジアを興すものと信ずる。（『四十年史』66頁）
（注）鳥居龍蔵；1870～1953　大学教育は受けていないが、東大人
類学教室坪井正五郎の下で学び、東大助教授、国学院大、上智大、
東方文化学院で教授。1939 から10年間、北京燕京大に招かれ、調
査･研究･教育に専念。千島、樺太、満州、朝鮮、蒙古、沿海州に
及ぶ調査をおこない、東アジアの考古学と人類学に大きな業績を
残す。
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　本学留学生部専任教員・柳内滋講師はそれに応えて歓迎の詩を次のよう
に詠んだ。
若き友よ！同志よ！　民族の使命を身に受けて　遠く三つの海を渡って
やってきた若者達よ　真夏の太陽のように　烈々の大志に燃えよ　夜空
に輝く星のように　祖国の行く手を照らすのだ（中略）
やがて喨喨と鳴る　勇壮な進軍喇叭に　がっしり手を握り、肩を並べて
　祖国の再建、アジアの大同、世界一邦の　理想のために　ここ武蔵野
の学舎から　高らかに進撃の歌を歌いつつ　共に行こう､共に進もう
（『追悼集』216～218頁。一部は『四十年史』66～67頁）
　日本における本格的な留学生教育は本学で開始された。附属中国留学生
部設置も日本では初めてのことであった。
亜細亜大学設立
　1954年５月７日、学校法人猷興学園は学校法人亜細亜学園と改称され、
太田耕造理事長・学長が就任した。そして、５月20日理事会で亜細亜大学
設置の決議がなされた。
　当時、亜細亜大学という名称について、日本のアジアでの戦争の影を引
きずっておりマイナスの印象が強いとか、名前が大きすぎる、大きければ
善いというものではない、等の理由で､校名変更をした方が良いというアド
バイスもあった。しかし、太田学長は「隣国と仲良くしなくては世界平和
どころではない」「この名前は10年後には皆が欲しがる名前となる」と、決
して譲らなかった。
　1955年四月、亜細亜大学（商学部商学科、附属留学生部）が開設された。
建学の使命として「特に､日本及び亜細亜の文化社会の研究と建設的実践に
重点を置き、もって亜細亜融合に新機軸を打ち出す人材を育成する」を示
し、建学精神として「自助協力」が掲げられた。
設立趣意書
　亜細亜大学設立趣意書は次の通りである。
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アジアの黎明期である。アジアの独立と自由と協調を告げる鐘の音が､
アジアの全域に鳴り渡っている。正に全アジアは、門戸を開放し、通
路を清掃して相互に、隣人交歓の至情を披瀝すべき秋である。
若し、自由アジアが誕生して、全アジアの民人が相擁して、文化交流、
経済合作を計ったなら、アジアは必ず勃興しよう。日本も必ず復興し
よう。而して､世界情勢は必ず一変する。
既に計画の端緒は開かれている。即ち、亜細亜学園に於いてはアジア
各地に在住する有力華僑の子弟99名（ママ）を収容して、文化交流を
計っていることである。我が教育史上空前のことで、正に画期的計画
である。（中略）
亜細亜学園は、その建学精神に基づき、日本及びアジアの文化経済の
研究と実践につき、多年に亘り多少の貢献を致してきたが、此の度の
計画を契機として、志業を広げ､計画を整備しようと決意した。（後略）
（『四十年史』72～73頁）
　日本経済短大教育をさらに向上充実させるために亜細亜大学を設立する。
そして、アジア各地の教育機関と緊密に連携し、アジア連帯、アジア共同
体制への基礎づくりを行う。したがって、華僑子弟の教育事業は「アジア
融合の中核」を作ることになる。大学としてアジア精神の成熟を期し、自
由アジアの建設に貢献する。だからこそ、「亜細亜」を冠にした大学なので
ある。
　以上の教育方針が1953年の留学生問題を解決する中で確認されていった
ことがわかる。
　大学をつくる上で必要な残り二つは教員組織と施設･設備である。
　教員組織では、マルクシズムの信奉者ならびに同調者は採用しないとい
う方針が取られた。当時の教務部長として教学業務を担当した夜久正雄教
授は次のように振り返る（『四十年史』78頁）
随分辛いことが多かったが、当時の私を支えていた考えは、自分
が亜細亜大学という日本の運命を開拓する一つの大学を創造する
仕事にたずさわっているという信念であった。荒廃した戦後に世
界に一つの大学を創造しているという確信が、私を支えていた。
（　　）20 亜細亜大学の歴史と 21 世紀の大学像
52巻２号　（2018. １）　（　　）386
　一番苦労した問題は施設･設備であった。資金が不足して、鉄筋コンク
リート三階建校舎の建築費が続かなかった。1954年11月の文部省実地視察
のころはまだ基礎工事の段階であった。視察後に工事が中断される。1955
年２月、再度の実地視察があった。この頃、大学設置のための募金に教授会、
職員会で毎月給与の５％を寄付することが決議された。
　校舎の竣工を見ないと設置認可は難しい状況であったが、藤原常務理事
の必死の交渉の末、３月30日付けで設置認可となった。しかし､実際には校
舎は完成せず、竣工には更に２年を要した。キャンパス南側に立並ぶ銀杏
並木は、藤原先生によると、この頃、学生が植えたものだという。（『追悼集』
240頁）
　1955年６月11日の段階で新入生は41名であった。短大２年生が169名、短
大二部の１年生が40名、２年生は62名で合計312名である。
建学精神「自助協力」
　建学精神として「自助協力」が打出されたのは当時の関係者の多くには
意外であったと聞く。太田先生の国本主義的な思想傾向からもっと右寄り
の言葉が出てくるのではと多くの人は予想していた。
　実は、太田先生はキリスト教徒であった。熊蔵兄の影響を受けて14歳の
誕生日に福島基督教会（プロテスタント・ディサイプルス派、現在も「日
本基督教団福島新町教会」として福島市新町に残る）で洗礼を受けている。
しかし、身近に接した大学関係者のほとんどは太田先生の葬儀の日までそ
のことを知らなかったそうである。「私」の事柄と「公」の事柄を峻別する
太田先生の教育者としての一貫した姿勢の現れであろう。（『太田耕造全集』
第五巻、梶村昇著「２　学業時代～入信の前後」305～321頁）
　太田先生は、公職追放を受け、戦犯容疑で巣鴨拘置所に囚われていると
きに､有罪（＝獄死）を覚悟したと推測される。「囚人」扱いはもちろん、「奴
隷」扱いや、朝の洗顔が出来ないことが多かったための「ワン公」扱いが
通常の拘置所生活の中で、夫人差入れの聖書と内村鑑三の本を精読し､祈祷
することに魂の平安を求める毎日だった。（『太田耕造全集』第五巻、古川
哲史著「６　巣鴨時代」368～382頁）
　1946年11月６日の日記に旧約聖書詩篇146-3.4 を引用した次の言葉が記さ
れている。
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「諸々の君に依頼むことなく、人の子に依頼む勿れ、彼等に助けあ
ることなし。その気息出行けば彼土に還る、その日彼が諸々の企
画は滅びん。」一切の人の助けに依頼することを止むべし､無益な
り、恥辱なり、失亡なり、助けは神より出づ､之を待つべきなり、
神助に力あり、其力は無限なり､牢獄生活に之を体験し、深く感じ
たり。（『太田耕造全集』第一巻249～250頁、原文カタカナ）
　太田先生は学友会執行部の求めに応じて書下ろした『自助･協力の建学精
神を語る』（1968刊行）の冒頭、「学問の目的は真理の探究である。」と書き
はじめ、「Truth supports itself.」（真理は自己を支持す）という内村鑑三『聖
書研究』第100号中の言葉を紹介する。
　そして、「真理は自立し他の何ものにも倚り頼まないもの」だと続き、「自
立は真理であり、依頼は虚偽である。」とまとめ、「学問に志すものは真理
の体現者たらんとするに在り。即ち真個の自立人即ち自ら真理たらんとす
ることに在る。かくて真理即ち自立に達するの道は先ず自己の力に頼るこ
とである。」と結ぶ。（『太田耕造全集』第二巻404頁）
　キリスト教的文脈で捉えられた「神助にもとづく自助」を内村の言葉を
介して「真理としての自助」という学問的･教育的文脈に移し換える。
　人の助けに依頼することは、「無益」、「恥辱」、「失亡」である。ただひた
すら神の力を信じることが自分を支える無限の力となる。そのとき自助が
実現する。内村の真理観は自助の別のイメージとして真理を捉えたもので
ある。真理は､それ自身で成り立つものなので、自立である。逆に他の力に
よって成り立つ依頼は虚偽である。
　太田先生は拘置所での祈祷の中で、神に支えられる自助の信仰的イメー
ジと、他に依頼しない自立＝真理という内村の思想的イメージを渾然一体
となして建学精神「自助」に結晶させた。思いやりや分ち合い、隣人愛に
通じる「協力」は自助からおのずと出てくるものであり、「自助」が「自助
協力」と対表現されるのは自然の成り行きであった。
　建学精神の淵源は巣鴨時代の聖書研究と祈りにあると考える。死を前に
した信仰への沈潜から生れた言葉として、深さと力強さを持っている。
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五島育英会との提携
　亜細亜大学設置間もない頃、太田学長と東急電鉄の総帥五島慶太氏との
出会いがあり、東急電鉄が校舎建設を支援することが決った。こうして、
1956年７月に亜細亜学園と五島育英会の提携が成立する。同年８月、五島
慶太理事長が就任する。
　1957年には太田学長のアジア諸国歴訪が行われた。そして、新亜書院（香
港）、延世大学（韓国）、南洋大学（シンガポール）、マラヤ大学（マレーシ
ア）、淡紅文理学院（台湾）と交換留学生制度の協定が結ばれた。本学のア
ジアを意識したした国際交流施策が開学早々に始まった。
　1959年３月亜細亜大学一期生73名が卒業した。８月五島慶太理事長が逝
去する。後任には五島昇理事が就任した。
⑸　学生活動高揚期と学部拡充
　1959年11月、学園祭を「アジア祭」と命名して開催した。この年から数
年をかけて校地拡張が行われた。1960年には第１回体育祭が開催された。
こうして学園の体裁が整えられていく。
　1960年代はアジアへの思いを再確認するとともに、学生の自主的活動が
花開いた時代であった。
アジア研究の始まり
　1961年秋、教養部教員有志が「アジア文化研究会」を発足させ、月例研
究会を持つようになった。この研究活動が後にアジア研究所を誕生させる。
南西アジア学術調査隊
　その頃、学生が南西アジア学術調査を商学部教授会に提案した。大学側
もその意気を諒として学術踏査隊派遣を決めた。1962年２月６日～５月30
日、スズキ自動車からスズライト360TL型３台の提供を頂き、深沢実隊長
以下、荒井清、青木啓輔､荒井典史、荒井利雄、二本柳亮の６名と毎日新聞
記者１名が南西アジア学術踏査隊を編成し、コロンボからカラチにいたる
３ヶ月半約２万キロの行程を走った。荒井典史君は自動車の整備技術をマ
スターして臨んだ。
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　1964年11月にはボルネオ学術踏査隊を派遣する。
第一次アジアハイウエイ学術踏査隊
　1969年１月22日～３月23日、飯島正（教授）団長以下、伊藤晋一、三原
秋良､高根勉の４名とスズキ自動車技術員２名､毎日新聞記者１名による第
一次アジアハイウエイ学術踏査隊が、ボンベイからクウエートまで走った。
（スズキ自動車はスズキフロンテ360SSを２台、スズキキャロリー１台を提
供）
第二次アジアハイウエイ学術踏査隊
　1970年３月10日～４月26日飯島正団長以下、渡辺与五郎助手、山本健司、
根古谷武の４名、スズキ自動車技術員５名、毎日新聞記者１名による第二
次アジアハイウエイ学術踏査隊がバンコクからバリ島まで走った。（スズキ
自動車はスズキフロンテ3LC10 を１台、スズキキャリ̶バン１台、ジープ
のスズキジムニー１台を提供）
硬式野球部と吹奏楽団
　創立間もない頃の学生数は一学部一学科のため数百名規模であった。数
千名の大学にするには、学部学科増設のほか、スポーツ強化がよいという
ことで、硬式野球部をつくる計画が作られた。田島侃光氏を教授・部長に
迎え、館学氏を最初は無給の臨時職員として指導に当たらせ、1956年30名
近い部員を九州に遠征させて東都大学野球連盟の準加盟チームになるため
の実績づくりから始めた。1959年の春季対外試合では、東京経済大に１対
８で負け、一橋大と引分ける程度の力だった。1959年秋季から東都大学野
球準加盟リーグ戦（他に立正大、大正大、日体大､成城大、東工大）に参加
し、６勝２敗２分であった。翌1960年春季リーグ戦で優勝し、入れ替え戦
で教育大に二連勝して三部に昇格した。1960年11月には、キャンパス内の
麦畑だったあたりに野球場が完成し、五島昇理事長が投手、太田耕造学長
が打者という始球式が行われた。
　そして、1961年秋季リーグ戦で優勝、二部入れ替え戦では成蹊大に２勝
１敗で勝ち、二部に昇格した。この年の夏、生原昭宏氏を監督に迎える。「鬼
の生原、月夜の猛練習」と噂されたように、生原監督は「二部大学の倍練
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習して五分五分、三倍練習しないと勝てない」と猛練習が始まった。その
成果もあり1964年、二部春季リーグ戦で優勝した。
　憧れの神宮球場で一部入れ替え戦をする際の応援が必要と考えた藤原先
生は同年６月25日吹奏楽団をにわか作りで結成し顧問となった。「楽器なし、
部室なし、部費なし」という状態で、学友会と応援団の力を借りて結成準
備を進めた。部員のアルバイトのほか、演奏会では放送研究会（司会）、写
真部（記録写真）、演劇研究会（舞台装置）、経営学研究会（運営全体）の
協力に支えられた。
　吹奏楽団の応援の効果があり、国学院大を２勝１敗で破り、めでたく一
部に昇格した。秋季リーグ戦では、中央大、駒澤大、芝浦工大、日本大、
専修大と戦い、４勝９敗２分勝ち点１の５位であった。1965年には日の出
校地に野球場を新設した。
　1965年、愛媛の西条高校野球部監督として1959年夏に全国制覇を遂げた
矢野祐弘氏が亜大監督に招かれた。矢野監督時代が始まる。そして、1966
年秋季リーグ戦で初優勝した。その時の二塁手が後に矢野監督の跡を継ぐ
内田俊雄氏（1988年から2003年まで監督）であった。硬式野球部はその後
の50年間で25回優勝し亜細亜大学に強豪野球部ありと内外に示すことにな
る。
　特に内田監督時代の2002年、東都大学春秋両リーグ戦を制し、６月の全
日本大学野球選手権大会では早稲田大を２対１で破り優勝、秋の明治神宮
大会でも東北福祉大を５対３で破り優勝し、関西以外の大学では初めてと
なる四冠（春秋リーグ戦優勝と春秋日本一）を達成した。木佐貫洋、永川
勝浩の両投手と小山良男捕手のバッテリーが四冠を支えた。2004年から生
田勉コーチが監督を継ぐ。
戦没学生慰霊式
　1966年に大学・青々会共催で興亜神社において戦没学生慰霊式が行われ
た。これ以降、毎年行われるようになった。
『建学精神を語る』
　1968年３月には太田学長講説『建学精神を語る～自助協力の開拓魂』を
学友会が刊行した。当時の学友会才川晋委員長と中村義彦学外副委員長の
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懇請によるものであった。「学生に饅頭を出して食べるよう勧めるが、無
理遣り口に押込むようなことはしない」と最初は執筆を固辞した太田学長
に、「いえ、先生は私たちにまだ饅頭を出してくださっていません。」と粘り、
1967年５月４日にご自宅まで押し掛けてお願いした。（太田先生の日記にも
記載あり。『全集』第５巻290～293頁）
FOC（FreshmanOrientationCamp　現「出会いの広場」）
　1969年５月には学友会が提案した新入生向けのオリエンテーション大学
行事FOC（Freshman Orientation Campの略称。現在の「出会いの広場」）
を実施した。
　前年から全国の大学を吹き荒れた学園紛争時、本学でも過激学生による
不穏な動きがあった。一般の学生との意思疎通が疎かになっていたという
反省から学友会執行部が新入生対象に本学の教育精神の説明や学生生活へ
の導きを行いたいという提案であった。
　これ以降、学友会メンバーや一般のボランティア応募学生からなる補助
学生二百数十名が２泊３日を新入生と合宿する行事が続けられてきた。春
休みの研修を経て､実質的にこの行事を支えてきた補助学生はこれまでの累
計で１万人に届く。知名度が高くなかった時代から新入生に本学の良さを
熱心に語ってくれた補助学生の存在は本学にとって貴重な力で、私は、本
学の宝の一つだと考えている。
　また、８月には第１回洋上大学が実施された。これも本学の独自な行事
となる。
学部拡充と大学院開設
　本学の組織面では学部の着実な拡充が進められた。
　1962年、商学部に経済学科を設置し、1964年に経済学部を開設した。同
年教養部も開設した。1966年には法学部を開設し、1973年にはアジア文化
研究会を発展させて附属アジア研究所として開設した。
　1974年には、経営、経済、法の三学部に大学院を開設し、1976年には経
済学部に国際関係学科を設置した。
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⑹　発展期：アメリカ留学プログラム（AUAP）と
フレッシュマンイングリッシュ（FE）、個性値入試
アメリカ留学プログラムAUAPとFreshmanEnglish(FE)
　衞藤瀋吉学長が就任してから、本学は他大学に先駆ける独自路線を走り
出す。
　先ず、1988年、亜細亜大学アメリカプログラム（AUAP）という希望者全
員をアメリカ五ヶ月間の留学に派遣するという当時としては画期的な留学
プログラムを打出し、そのパイロットプログラムとして60名（経営７名は
EWU、経済12名はCWU、法２名はOSU、国際関係39名はWWU）を派遣し
た。EWUは東ワシントン州立大学、CWUは中央ワシントン州立大学、OSU
はオレゴン州立大学（1994年で派遣終了）、WWUは西ワシントン州立大学
の略である。
　1989年にAUAPが本格的にスタートし559名（経営133名、経済134名、法
145名、国際関係147名）を派遣した。エリート学生の留学ではなく、誰で
も留学できる時代の幕開けである。三年次以上の上級年次生も40名参加し
た。この年は、学部単位で一つの大学へ派遣したが、翌年から、各大学に
振り分ける方式を導入した。1990年からボイジー州立大学も派遣先大学に
加わった（1997年で終了）。
　AUAPの目的は次の３つである。
１　英語運用能力の向上（語学研修）
２　異文化理解（国際感覚の涵養）
３　自己再発見（自分を含めた日本と日本文化･社会の再認識）
　当初は最初の２つが意識されていたが、参加学生の振り返りから、留学
体験の成果とも言える自己再発見が伺え、日本再認識と自分に関わった人
びとへの感謝の念が深くなることを知り、３番目に加えた。
　同年、ネイティブ教員による一年次の必修英語教育プログラム、フレッ
シュマンイングリッシュ（FE）がスタートし、AUAPの事前教育として位
置付けられる。月曜から金曜まで毎日の授業で、聞く、話すという実用英
語技能の学習に重点を置いた。
　2007年９月、AUAPの延べ参加者数が１万人を突破した。
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　2017年前期までの30年近いワシントン州三大学への派遣学生数累計は
EWU3,870名
CWU3,832名
WWU3,996名
その他の大学を加えた派遣総数は13,643名となる。
ユニーク推薦（個性値）入試
　同時に、大学としては初めてのテレビCMを放映した。そして、「偏差値
より個性値」というキャッチフレーズでユニーク推薦入試を実施した。
　ユニーク推薦（個性値）入試導入の趣旨は次の４つである。
１　スポーツ推薦入試はあるのに、文化活動などを評価する推薦
入試がないのはおかしい。
２　受験学力のみを基準とする偏差値教育のあり方に一石を投じ
る。
３　個性豊かな多様な学生を学園に迎えることによってキャンパ
スの活性化を図る。
４　誠実で人柄のいい人材を育てる。
　1992年にユニーク推薦入試を「一芸一能（個性値）入試」と名称変更し、
出願資格から「人柄がよく誠実で､勉学意欲がある者」という項目を外した。
1993年、出願基準を学習・研究、ボランティア、スポーツ（スポーツ推薦
入試種目を除く）、芸術･芸能、海外体験、自分の判断、の７項目に整理した。
　一芸一能（個性値）入試の影響と思われるが、今日においても本学学生
についてイメージのトップは「個性的である」というイメージである。受
験生の41.4％、保護者の44.2％、周辺住民の55.6％がそう回答している（2016
年イメージ調査より）。
学園創立50周年
　1990年には経済学部国際関係学科をもとに国際関係学部を開設し、1991
年11月２日には学園創立50周年記念事業として海外交流大学学長国際シン
ポジウム「アジア･太平洋地域における教育の交流～その意義と将来への展
望」を東京商工会議所ビル国際会議場で開催した。
　アジアを主とした国際交流からアメリカを主とした国際交流への転換が
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進行し、大学改革の先頭を走り、内外の注目を浴びる大学として志願者が
三万人を超えた。卒業生が集うホームカミングデイを始めたのもこの年で
ある。
　1993年、それまで独自な存在感を持っていた伝統ある日本経済短期大学
が亜細亜大学短期大学部に名称変更したのも、亜細亜大学の勢いに太刀打
ちできなくなったからである。
　1994年には図書館が竣工し、当時としては最先端の図書館を実現した。
図書館は太田先生のご遺志で寄贈されたご自宅を建設資金の一部に充てた
ことから、太田耕造記念館と称した。また、1996年からインターネットシ
ステムを導入した。
⑺　亜細亜大学のボランティア元年：ボランティア論と
災害救援活動論
交通遺児育英募金運動
　学友会体育会を中心に取り組んだのが、交通遺児育英会（1967年「交通
事故遺児を励ます会」の該当募金活動から1969年設立。1993年から災害遺
児と病気遺児を対象に含めた「あしなが育英会」を発足）の街頭募金活動
である。記録によると、1974年の第８回全国学生交通遺児育英募金活動に
体育会として参加し、53,057円を振り込んでいる。
　一番盛んであったのが、1989年の第38回全国学生交通遺児育英募金活動
で、JR中央線各駅を拠点に街頭募金活動を展開し、体育会系31団体、学友
会中央執行委員会や文連団体・寮など14団体の計45団体が、合計3,182,203
円を集めている。この活動に参加した東京都内の国公立大12校、私立大55
校の中で本学学生が一番多く募金を集めた。
　武蔵野五大学の他大学と比べると、募金額は
成蹊大が５団体382,264円
日本獣医畜産大が８団体287,317円
武蔵野女子大（当時）が有志49,081円
東京女子大が３団体46,273円
であるので、本学学生の活動量のすさまじさがわかるであろう。早稲田大
でさえ、27団体1,486,754円と本学の半分に満たない額であった。
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　なお、この年、全国で大学生は1,619団体が参加して68,596,883円を集め
ており、会計責任者を本学学生の益子昭人氏が務めた。
クルド難民救援活動と「ボランティア論」
　1991年８月、湾岸戦争後にトルコ、イランの国境沿いに発生したイラク
のクルド難民救援活動に亜大生を中心とするJIRAC（日本国際救援行動委
員会）隊が派遣された。先遣隊長は脚本家の小山内美江子氏、副隊長は栗
田充治教授（学生委員長）であった。当時は日本の国際貢献活動に対して、
お金は出すが、人は出さない国という批判が多かった。それなら日本の若
者を現地に送り出そうという動きが出て、衞藤学長も理事をしていたJIRAC
の計画に全面的に協力したのである。
　帰国した亜大生の逞しく変身した姿に感銘を受けた栗田教授の提案で全
学共通科目「ボランティア論」が1993年度から開講された。多くの大学で
は、日本のボランティア元年と呼ばれた1995年阪神・淡路大震災被災地支
援ボランティアへの若者の参加のうねりに触発されて、1997年あたりから
ボランティア関連科目が開設されていくが、本学の開設はそれ以前の開講
で、当時としてはまだ少数派で、メディアからも注目された。
台湾中部地震救援活動と「災害救援活動論」
　1999年９月21日未明、マグニチュード7.6 の台湾中部大震災が発生した。
台湾卒業生の安否確認をとるうち、救援隊を派遣しようという計画が進み、
職員４名が有給休暇を取って先遣隊として現地に渡った。大学執行部で合
意した後、学部長会の諒承を取り、救援隊実施本部を立ち上げ、参加者募
集と募金活動を並行して進め、現地本部は卒業生で当時国民党地方幹部
だった徐銀樹氏と派遣隊の本学職員によって構成する形で運営することと
した。
　10月16日、学生・教職員38名の第１次隊、10月23日には学生・教職員50
名の第２次隊、10月30日には学生・教職員47名の第３次隊が出発し、それ
ぞれ１週間活動した。救援ボランティアに参加した学生･教職員の合計は
135名にのぼった。
　救援隊の活動を台湾のメディアは連日大きく取上げ、現地住民による慰
労のもてなしは、戸惑う学生が出てくるほど手厚いものだった。
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　大学として白紙の状態から実施した初めての国際ボランティア活動で
あった。海外活動助成金、学友会を中心に行われた駅頭募金、卒業生など
の寄付金、教職員募金など555万円を集めるなど全学をあげての活動を、実
施本部長であった私は「亜細亜大学のボランティア元年」と呼んだ。
　終了後も、救援隊のような組織があれば、もっと早く現地に行けたとい
う参加学生の声をバネに、亜細亜大学災害救援隊がその年に発足し、また、
災害救援隊員のリクルートのために栗田教授が提案した全学共通科目「災
害救援活動論」が2001年から開講された。
東日本大震災被災地支援活動
　2011年３月11日に発生したマグニチュード9.0 の東日本大震災は岩手、宮
城、福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉など広い地域に、津波、家屋倒壊、
液状化、地滑りなど甚大な被害をもたらし、さらに東京電力第一原子力発
電所の事故を誘発して福島を中心に関東圏にも深刻な放射能汚染を引き起
した。
　卒業式を中止した本学では学友会が最初に動き、４月２日から武蔵境駅
頭で義援金募金活動を開始し、50名の学生の参加により、２日間で100万円
以上の義援金を集めた。
　武蔵野市民社会福祉協議会は遠野市社会福祉協議会などが立ち上げた
「遠野まごころネット」と連携して、５月31日から５回に分けて市民ボラン
ティア73名を大船渡などに派遣した。その中には剣道部や硬式野球部など
亜大生･教職員が20名近く参加した。
　本学経営学部ホスピタリティマネジメント学科では、小林天心ゼミ（観
光サービス）の学生たちが自主的な被災地支援活動を呼びかけたところ、
当初の定員40名を遥かに超える90名の希望があり、６月16日からの３日間、
登米、歌津、唐桑、河北の四地域に別れて支援活動を行った。
　参加学生有志は､その後も自主的な支援活動を翌年企画・実施しており、
2017年５月下旬には５回目の活動として「灯火プロジェクト」スタディツ
アーが企画され、36名が石巻と南三陸で災害遺構見学や被災者ヒアリング･
交流、現地事業者支援活動を行っている。
　「災害救援活動論」クラスでも2013年度と2014年度の２回、福島県二本松
市東和地区で被災地スタディツアー合宿を８月に行った。木幡山隠津島神
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社第二社務所を合宿所とする３泊４日のスケジュールである。現地の「希
望のたねカンパニー」を受入れ事業者として、農業体験、自然体験、漁業
者ヒアリング、津波被災エリア視察、小髙・浪江（第一原発被災エリア）
視察を行った。最終日は郡山に戻り、屋内遊び場「ペップキッズ郡山」で
子どもたちと一緒に遊んだ。2014年度では､地元の相馬農業高校農業クラブ
の課題発表を聞き、亜大生も発表するなどの研究交流会を持った。
⑻　21世紀の大学を目指して：アジア夢カレッジ（AUCP）
とアジアグローバル人材育成プログラム、第15回アジア学
長フォーラム
　2001年に教養部が廃止され、教養部教員は各学部に配置された。この年
は創立60周年記念事業として台湾、マレーシア、韓国、香港などを中心に
海外広報活動が開始された。
「アジア夢カレッジ（AUCP）」
　2004年、中国語学習を中国大連での留学研修に結び付け、最後に現地日
系企業でのインターンシップを組合せ、３・４年次でのキャリア教育へと
つなぐユニークな四年一貫留学プログラム「アジア夢カレッジ～中国キャ
リア開発プログラム（AUCP）」が開講する。
　同年、連続討論会「街づくり未来塾」が開始され、その後、全学共通科
目「街づくり未来塾」を開設した。
　2006年１月、第82回東京箱根間往復大学駅伝競走大会において、本学
陸上競技部が初の総合優勝を遂げた。中野正俊部長、岡田正裕監督、出
場選手は往路１区木許史博､２区板倉克宜、３区岡田晃、４区菊池昌寿、 
５区小澤信、復路６区北條泰弘、７区綿引一貴、８区益田稔、９区山下拓郎、
10区岡田直寛の10名、往復のタイムは11時間９分26秒であった。この優勝
は本学の教職員・学生・家族・卒業生を勇気づける嬉しい快挙であった。
　学科増設では、時代の要請を意識して、2009年４月、経営学部にホスピ
タリティマネジメント学科を増設し、2012年４月、国際関係学部に多文化
コミュニケーション学科を増設した。
（　　）32 亜細亜大学の歴史と 21 世紀の大学像
52巻２号　（2018. １）　（　　）374
行動力あるアジアグローバル人材育成プログラム（2012.9〜2017.3）
　2012年９月、文部科学省「経済社会の発展を牽引するグローバル人材育
成支援」事業に国際関係学部を中心とした「行動力あるグローバル人材の
育成」プログラムが採択された。
　プログラムの目的は異文化の環境に適応でき、現場に対応できる「行動
力あるアジアグローバル人材」の育成である。その具体的イメージは
①　アジア太平洋地域に順応し
②　その地域の言語を生活とビジネスの交渉の場面において駆使
し、
③　主としてマネージャーとして現地企業・支店等を統括して、
日本との橋渡しをする
人材として表現された。
　学生が修得すべき具体的能力としては、
①　国内外の企業や地域で活躍できる現地体験と現地知識を有す
る。
②　異文化コミュニケーションを円滑に行い現地に容易に適応で
きる。
③　外国語の実践的運用能力がある。
④　社会科学の知識を備え、それを活用して活躍できる。
という４つの軸を想定して進められた。
　2017年３月30日に発表された、THE（Times Higher Education）世界大
学ランキング日本版において、本学が141位～150位にランクされた。日本
版は､世界版に比べて、大学の教育面を重視した指標になっており、「教育
リソース」「教育満足度」「教育成果」「国際性」という４分野11項目で大学
の実力を評価するものである。本学は、この中の国際性で高い評価を得て、
この分野では全体の11位であった。本学の国際交流教育がこのように高く
評価されたことは、「行動力あるグローバル人材の育成」プログラムを５年
間続けてきた成果でもある。
自治体との連携
　大学の知的資源を活用し、地域との連携･協力を進めるため、2014年４
月武蔵野市と包括的連携協力協定を締結した。2015年12月には小金井市、
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2016年１月には日の出町と包括的協働･連携協力協定を締結した。2016年４
月には協定をベースに、武蔵野市、武蔵野消防署、武蔵野警察署、本学の
四者で大規模災害発生時を想定した防災に関する四者協力協定を締結した。
　2016年11月、平井文三法学部教授と協力関係があった東久留米市と包括
的連携協力協定を締結し、2017年７月には、「災害救援活動論」合宿地でも
あり、太田耕造初代学長の出身地である福島県二本松市と地方では初めて
となる包括的連携協力協定を締結した。
学園創立75周年
　2016年は学園創立75周年を迎える年で、記念式典をはじめ、５つの事業
を行った年である。
⑴　中長期計画「アジア未来マップ2025」
　３月に中長期計画「アジア未来マップ2025」を策定し、今後10年間の本
学の進むべき方向を示す４つのビジョンを打ち出した。４つのビジョンとは、
１　アジア交流の拠点となる
２　「個性値」を伸ばす
３　学生を生涯応援する
４　社会に貢献する
である。これをもとに、各学部・研究科･研究所、事務部署が３ヶ年計画を
提出し、それをもとに９月に亜細亜大学中期３ヶ年計画を策定した。
⑵　第15回アジア学長フォーラム
　10月31日から第15回アジア学長フォーラム「アジア高等教育のグローバ
ルな多様性への架橋」を日本で初めて開催し、本学が幹事校を務めた。
　参加は12カ国37大学で、中国20人、インドネシア13人、日本13人（本学
除く）、フィリピン10人、カンボジア６人､ タイ５人、バングラデッシュ５
人､ 韓国３人、台湾３人、マレーシア2人、イスラエル２人、ポーランド１
人、の合計81名、亜大関係者70名を加えると参加者は約150名になり、創立
50周年の国際シンポジウムの規模を超えた。
　それぞれの国･地域での規模や教育条件の違いはあるが、アジアの高等
教育が当面する課題には、教員の実績評価の方法やキャリア教育の必要性
など、共通なものがある。また、産業界と協働した教育プログラムの開発
が取組まれている。さらに、大学間の教育ブログラム交流･活用（単位互
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換、ダブルデグリーなどを含む）の工夫が試みられている。アジア地域の
大学はアメリカなどの先進大学の優れた取り組みに学ぼうとする強い意欲
を持っていることを感じた。
　韓国のJekuk Chang東西大学学長は、メインテーマの中の「架橋
（bridging）」には３つの意味があると述べ、１つは、大学には常に革新
（constant innovation）が求められていること、２つ目は、共有（sharing）
することが必要であること、３つ目は、知識を凌駕する知恵（wisdom）が
大切になること、という時代の動向に沿った改革が必要であることを強調
した。
　第15回アジア学長フォーラムの招致は本学の国際交流のアジア志向への
転換を示唆するものであった。
⑶　都市創造学部開設
　４月に都市創造学部を開設した。
　定員145名と小さな学部であるが、「しあわせなまち（都市）とはなにか」
という、今後の日本社会が当面する課題に真正面から挑戦しようとする学
部である。この学部が成功するかどうか、本学の浮沈に関わるものと感じる。
　これに対応して、短期大学部を2016年度で廃止することとなった。
1950年４月から1993年３月までの日本経済短期大学の卒業生総数は
11,146名
1993年４月から2017年３月までの亜細亜大学短期大学部の卒業生総数
は6,719名
両方を合わせて17,865名である。
　亜細亜大学と合わせると、2017年３月までの卒業生総数はあと数百名で
10万人に近付くところまで来ている。
⑷　吹奏楽団日中友好親善演奏会
　９月に中国･大連で本学吹奏楽団が日中友好親善演奏会を開催し、約1,000
名の聴衆を集めて成功させた。
　吹奏楽団の海外演奏会は、第１回が1975年香港政庁招聘、第２回が1979
年中華民国、第３回が1983年インドネシア（ジャカルタ）、第４回が1987年
中華人民共和国（北京）、第５回が1991年タイ王国（バンコク）、第６回が
1995年マレーシア（クアラルンプール）と行われていた。大連での演奏会
は海外では第７回となる21年振りのものであった。
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　また、翌2017年は日中国交正常化45周年という節目にあたり、駐日中国
大使館から、その記念事業のひとつとして８月に行われる日中大学生千人
交流大会（日中大学生各五百名計千名）での記念演奏を招聘されるという
名誉を受けた。駐日大使館公使が若い頃に第４回北京演奏会を聴いて感銘
を受けたことが縁であった。
⑸　学園史展示室リニューアル
　10月に学園史展示室リニューアルを完成した。学園史展示室運営委員会
を組織して展示内容などを検討してリニューアルを行った。
　常設展示部分で本学園の沿革と歴史を年表と写真で展示し、昭和14年
（1939年）の創立前史から現在に至るまで、学園の歩み知ることができるよ
う展示している。この他、藤原繁学監をはじめとする貢献者展示、課外活
動での学生の活躍など、さまざまな切り口から学園の歩みを展示し、ストー
リー性を意識した。
　さらに入館してすぐ右側のテーマ展示コーナーでは、昭和40年代に行わ
れたアジアハイウェイ学術踏査隊を最初の特集として展示した。
　展示方法についても、通常のパネル展示だけではなく、デジタル展示を
併用するなど、楽しみながら学園の歴史を知ることができる工夫もされて
いる。
おわりに：グローバル･シティズンシップ教育と法教育に期待
すること
　グローバル人材とは如何なる人材だろうか。
　ひとつのイメージは、グローバルなビジネス環境で活躍できる知識･技能
･資質を持つ人（グローバル･ビジネス･パーソン）である。もうひとつのイ
メージはグローバルな視点で世界の課題に関心を持ち、その解決に市民と
して関わる意思と姿勢を持つ人（グローバル･シティズン）である。
　本学が掲げた「行動力あるアジアグローバル人材」は両者の中間に位置
する。
　大学教育が主要な関心を寄せるのは、グローバル･シティズンであるだろ
うと思う。グローバル･シティズンとは、ボランティアの世界の言葉で表現
すれば、自分を開き、地域課題の解決を志向し行動する「率先市民」である。
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　2000年にシティズンシップ教育導入前の英国に調査旅行をした。その時
印象に残ったことは、英国は多民族国家だということであった。訪問した
中学では教室に19 の言語を話す生徒が居ると聞いた。
　英国シティズンシップ教育で意識されているシティズンシップ（市民で
あること）の３要素がある。それは、
１　道徳的資質
２　参加
３　法的・政治的リテラシー
の３つである。
　道徳的資質とは、他者との関係の持ち方、感受性､善悪・正邪の判断に関
わる資質である。
　参加とは、社会の課題解決に参加すること、そのための知識･技能･態度
を意味する。訪問先のある中学では、生徒会が校長の評価など学校運営に
参画しているという話だった。
　法的・政治的リテラシーとは、政治への関心と理解、自他の権利擁護の
ための知識と態度を意味する。英国は格差社会である。下層の若者は学習
意欲が低く、投票にもいかず、自分の身を守る法的リテラシーに欠けてい
ることが多い。英国では法律家協会のような組織が権利擁護の啓発活動を
行っていた。例えば、自分が逮捕されそうな場合、身を守るどんな権利と
手段と相談先があるかを具体的に書いた小冊子を配布していた。
　シティズンシップ教育の効果的な方法として、アクティブラーニング
（サービスラーニング）が用いられていた。例えば、人権学習のクラスでは、
DV（Domestic Violence）シェルターで１週間ボランティア研修し、そこで
気付いたことをクラスに戻って報告し議論する。あるいは、自治体の課題
を研究･調査･提言する地域課題への挑戦も魅力的な学習である。
　私は本学をグローバル・シティズン（active citizen）を育てる大学になっ
てほしいと思う。その手段の一つがボランティア推進、サービスラーニン
グ（アクティブラーニング）の導入、社会課題と結び付いた学習の試みだ
と思う。
　2017年４月に障がい学生修学支援室が総合研究館１階東入口にオープン
した。専任職員をひとり配置し、１日半勤務の非常勤コーディネーターを
つけた。小さな部屋なのに、たったそれだけの手当で、ピアサポーター学
特別寄稿（　　）37
　（　　）　52巻２号　（2018. １）369
生が84名も登録･活動し、障がい学生も含めてみんなが安心できる溜まり場
が誕生した。障がい者のおかれた状況の理解､制度的保障の課題、講義保障
の充実、障がい文化等を学びながら、多様性の世界に自分を開いていくプ
ロセスを本学の学生が全員体験することを期待する。
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ジェクト」リーダー編2017年７月
栗田充治著「グローバル化社会でのサピエンスの生き方」（共著『グローバル化世
界における政治･法･経済･言語文化･地域･環境』テイハン所収、2018年１月刊行
予定）
編集委員附記
　本稿は、平成28年12月３日開催の「現代市民法講座」（法学部主催）にお
ける栗田充治学長のご講演を基に、これに加筆・訂正を施して執筆された
ものである。
　平成28年は、本学創立75周年であるとともに、法学部にとっても開設50
周年に当たる節目の年であった。そこで本学部では、毎年秋に開催してい
る現代市民講座の一環として、栗田学長に本学の歴史を振り返る記念講演
をお願いし、ご快諾いただいた。本誌「亜細亜法学」は、既に50周年記念
号（51巻２号）を発行しているが、本学および本学部にとってのご講演の
意義に鑑み、改めてこれを本号に掲載することとした。
　栗田学長には、ご多用中にもかかわらず、快くご講演、ご寄稿の労をお
執りいただいた。心より感謝申し上げる。
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